
国立大学法人静岡大学（法人番号7080005003835）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ①　役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成２８年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及
　　 び導入実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２８年度における改定内容

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額につ

いては、国立大学法人静岡大学役員報酬規程に則り、基本給に地域調整手当、
広域異動手当、通勤手当、単身赴任手当を加算して算出している。期末特別手
当についても、国立大学法人静岡大学役員報酬規程に則り、期末特別手当基礎
額（基本給月額＋地域調整手当＋広域異動手当＋基本給月額×100分の25＋
（（基本給月額＋地域調整手当＋広域異動手当）×100分の20）））に6月に支
給する場合においては100分の150（平成29年6月期においては100分の155）、
12月期に支給する場合においては100分の175（平成29年12月期においては
100分の170）を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在
職期間に応じた割合を乗じて得た額に国立大学法人評価委員会の業績評価の結
果を勘案し、その者の業績に応じ、その額の100分の10の範囲内で、これを増
額し、又は減額することができることとしている。
なお、平成28年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率
の引き上げ（年間0.1月分）を実施した。

当法人においては、平成16年度より期末特別手当において、学長は、国立大学法人評価委
員会の業績評価の結果を勘案して、期末特別手当の額を100分の10の範囲内でこれを増減で
きることとしている。

当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他

の国立大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、
国・地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（当該法人1,146名）や

教育・研究事業で比較等同等と認められる、以下の法人等を参考とした。
(1) 国立大学法人横浜国立大学

当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施している。また、文部科

学省による国立大学法人の財務分析上の分類によるＨグループ９大学（※）のうち、本学

の常勤職員数及び学生収容定員数において最も近似している大学（常勤職員数約1,000

名、学生収容定員数8,788名（本学9,286名））である。公表資料によれば、平成27年度

の長の年間報酬額は18,246千円であり、公表対象年度の役員報酬規程に記載された本俸

額等を勘案すると、18,582千円と推定される。同様の考え方により、理事については

15,751千円、監事（非常勤）については1,800千円と推定される。
※Ｈグループ：岩手大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水女子大学、横浜国

立大学、奈良女子大学、和歌山大学、静岡大学

(2) 事務次官年間報酬額・・・22,977,000円
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理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２８年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,821 12,360 5,054
618
788

（地域調整手当）
（通勤手当） 3月31日

千円 千円 千円 千円

14,417 9,720 3,975
486
236

（地域調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,083 9,120 3,729
456
778

（地域調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,344 9,120 3,729
456

1,039
（地域調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,816 9,091 3,729
454
86

454

（地域調整手当）
（通勤手当）
（単身赴任手当）

3月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

該当者なし

千円 千円 千円 千円

4,800 4,800 0 0

千円 千円 千円 千円

4,800 4,800 0 0 4月1日

【注１】総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

【注２】「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。

　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　 独立行政法人等の退職者「*※」、該当がない場合は空欄

役名
その他（内容）

監事

前職
就任・退任の状況

Ａ監事
(非常勤)

Ｂ理事

法人の長

Ａ理事

Ｄ理事

Ｃ理事

Ｂ監事
(非常勤)

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額につ
いては、国立大学法人静岡大学役員報酬規程に則り、基本給に地域調整手当、
広域異動手当、通勤手当、単身赴任手当を加算して算出している。期末特別手
当についても、国立大学法人静岡大学役員報酬規程に則り、期末特別手当基礎
額（基本給月額＋地域調整手当＋広域異動手当＋基本給月額×100分の25＋
（（基本給月額＋地域調整手当＋広域異動手当）×100分の20）））に6月に支
給する場合においては100分の150（平成29年6月期においては100分の155）、
12月期に支給する場合においては100分の175（平成29年12月期においては
100分の170）を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在

職期間に応じた割合を乗じて得た額に国立大学法人評価委員会の業績評価の結

果を勘案し、その者の業績に応じ、その額の100分の10の範囲内で、これを増

額し、又は減額することができることとしている。
なお、平成28年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率

の引き上げ（年間0.1月分）を実施した。

役員報酬支給基準は、理事（非常勤）と同様である。

役員報酬支給基準は、非常勤役員手当（月額）のみで構成されている。

役員報酬支給基準は、理事と同様である。
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

監事

　監事（非常勤）

静岡大学は、「自由啓発・未来創成」のビジョンに基づく質の高い教育、

創造的な研究及び未来を担う人材の育成を通して、人類の平和と幸福及び

諸科学の発展に貢献し、地域社会とともに発展することを目標とし、主体

的・能動的学習の推進、教育の国際化、特定分野における世界的研究の

推進を学長のリーダーシップの下で実施している。
そうした中で、学長は、常勤職員数約1,150名の法人の代表として、その

業務を総理するとともに、校務を司り、所属教職員を統督して、経営
責任と教学責任の職務を同時に担う職務の特性と重責を負っている。

静岡大学では、学長の報酬月額については、法人化移行前に適用されてい

た国家公務員指定職俸給表の号俸を踏まえ決定しているが、職務の特性や職

責の重さは上記のとおり法人化移行前と同等以上であるといえる。
なお、学長の年間報酬額については、人数規模が同規模である民間企業の
役員報酬32,765千円と比較した場合、それ以下となっており、また、事務次

官の年間給与額22,977千円と比べてもそれ以下となっている。
以上のことから、職務内容の特性及び職責の重さ並びに他の同規模の民間

企業との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

静岡大学は、「自由啓発・未来創成」のビジョンに基づく質の高い教育、

創造的な研究及び未来を担う人材の育成を通して、人類の平和と幸福及び

諸科学の発展に貢献し、地域社会とともに発展することを目標とし、主体

的・能動的学習の推進、教育の国際化、特定分野における世界的研究の

推進を学長のリーダーシップの下で実施している。

そうした中で、理事は、学長が定める職務分担（平成28年度においては①

教育・附属学校園担当、②研究・社会産学連携担当、③企画戦略・情報・人

事担当、④総務・財務・施設担当）に基づき学長を補佐して法人の職務を掌

理するとともに、学長に事故があるときはその職務を代理し、学長が欠員の

ときはその職務を行うこととされている。
また、理事は役員会の構成員として、中期目標や中期計画に関する事項等
について役員会における審議に参加し学長の意思決定を支えるという重責を
負っている。
静岡大学では、理事の報酬月額については、法人化移行前に適用されてい

た国家公務員指定職俸給表の号俸を踏まえ決定しているが、職務の特性や職
責の重さは上記のとおり法人化移行前と同等以上であるといえる。

なお、理事の年間報酬額については、人数規模が同規模である民間企業の

役員報酬32,765千円と比較した場合、それ以下となっている。
以上のことから、職務内容の特性及び職責の重さ並びに他の同規模の民間

企業との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

監事は、法人の業務を監査し、監査の結果に基づき、必要があると認める
ときは、法人の長又は文部科学大臣に意見を提出することができるとされて
いる。
また、毎事業年度、文部科学大臣に提出することとされている財務諸表と

決算報告書に関して意見を付すことも監事の業務とされている。
以上のことから、職責の重さ及び職務の特殊性を踏まえると、報酬水準は

妥当であると考えられる。

該当者なし

該当者なし
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【文部科学大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（平成２８年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】
区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人の長

監事
(非常勤)

法人の長

理事

該当者なし
監事

(非常勤)

判断理由

該当者なし

該当者なし理事

該当者なし

監事 該当者なし

理事
(非常勤)

法人での在職期間

監事

理事
(非常勤)

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人、
民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考え
る。

当法人においては、平成16年度より期末特別手当において、学長は、国立大学法人評価
委員会の業績評価の結果を勘案して、期末特別手当の額を100分の10の範囲内でこれを増減でき
ることとしている。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項
　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

③　 給与制度の内容及び平成２８年度における主な改定内容

当該法人職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、国家公務

員のほか、平成28年職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業規模別（当

該法人1,146名)・職種別平均支給額を参考にした。

（1）国立大学法人Ｈグループ（財務分析上の分類）･･･当該法人は、医科系学部を
有さない同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施しており、法人規模に

ついても同等となっている。
（2）国家公務員・・・平成28年度において、国家公務員のうち行政職俸給表
（一）適用職員の平均給与月額は410,984円となっており、全職員の平均給与

月額は417,394円となっている。
（3）職種別民間給与実態調査において、当該法人と同等の規模や職種の大学新卒

事務員の初任給は200,417円となっている。

職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映については、勤勉手当、
昇給及び昇格の際に、教職員の勤務成績を考慮して決定している。具体的には次の

とおりである。
(1) 勤勉手当：基準日以前６箇月以内の期間における勤務成績に応じて、支給割合
（成績率）を決定

(2) 昇給：５段階の昇給区分を設け、勤務成績に応じて昇給号給数を決定し、昇
給を実施

(3) 昇格：勤務成績が良好で、かつ昇格基準に達している場合につき、１級上位
の級に昇格

国立大学法人静岡大学教職員給与規程に則り、基本給及び諸手当（扶養手当、管

理職等手当、地域調整手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

特殊勤務手当、時間外労働手当、深夜労働手当、大学院調整手当、特別支援学校教

員調整手当、特別資格調整手当、義務教育等教員特別勤務手当、教職調整手当）並

びに賞与（期末手当、勤勉手当）としている。
期末手当については、期末手当基礎額（基本給の月額(A)＋扶養手当の月額(B)＋

(A)及び(B)に対する地域調整手当の月額＋(A)及び(B)に対する広域異動手当の月額
＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に６月に支給する場合においては100分の
122.5、12月期においては100分の137.5を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間
におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
勤勉手当については、勤勉手当基礎額（基本給の月額(C)＋(C)に対する地域調整

手当の月額＋(C)に対する広域異動手当の月額＋役職段階別加算額＋管理職加算
額）に役員会が定める基準に従って定める割合を乗じ、さらに基準日以前6箇月以
内の期間におけるその者の勤務期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
なお、平成28年度における給与制度の主な改定内容は以下のとおりである。
【平成29年3月1日施行（平成28年4月1日適用）】

・基本給表の改定（平均0.2％引き上げ）

・大学院調整手当及び特別支援学校教員調整手当について、一部調整基本額を引
き上げた
・特別資格調整手当について、手当額を引き上げた

【平成29年3月1日施行（平成29年1月1日施行）】

・勤勉手当の支給月数について、年間0.1月分引き上げた
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２　職員給与の支給状況

①　職種別支給状況

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

968 46.5 7,660 5,584 111 2,076
人 歳 千円 千円 千円 千円

260 42.9 5,633 4,179 155 1,454
人 歳 千円 千円 千円 千円

593 49.3 8,731 6,317 93 2,414
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 37.6 6,828 5,084 94 1,744
人 歳 千円 千円 千円 千円

85 39.7 6,677 4,945 92 1,732
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 48.8 5,927 4,450 293 1,477
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

47 47.8 5,076 5,076 100 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 48.7 3,760 3,760 168 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

28 47.9 5,982 5,982 64 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

【注１】区分「在外職員」、｢任期付職員」、｢再任用職員」については、該当者がいないため記載を省略した。

【注２】区分「常勤職員」及び「非常勤職員」のうち、職種「医療職種（病院医師）」、「医療職種（病院看

　　　　護師）」については、該当者がいないため記載を省略した。

【注３】区分「非常勤職員」のうち、職種「事務・技術」、「教育職種（大学教員）」については、該当者がい

　　　　ないため記載を省略した。

【注４】「教育職種（附属義務教育学校教員）」については、附属幼稚園教員を含む。

【注５】「指定職種」とは、極めて高度な専門的知識及び資格等をもって教育研究に従事する職種を示す。

【注６】「特任事務職員」とは、特定プロジェクト又は大学運営上特に必要があると学長が認めた業務において、

　　　　高度な専門性と知識、能力を必要とする職務に専ら従事する非常勤職員の職種を示す。

【注７】｢特任教員」とは、本学が実施する教育・研究の業務の一層の充実と活性化に資することを目的とし、

　　　　本学が特に指定した業務に専ら従事する非常勤教員の職種を示す。

【注８】「学術研究員」とは、本学が実施する研究プロジェクトの推進、科学研究、共同研究、受託研究、

　　　　その他各種研究課題の遂行のための研究業務に従事する非常勤職員の職種を示す。

【注９】「研究補佐員」とは、本学が実施する研究業務等の補助業務に従事する非常勤職員の職種を示す。

【注１０】常勤職員の「その他医療職種（医療技術職員）」及び「指定職種」については、該当者が２人以下の

　　　　ため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

【注１１】非常勤職員の「学術研究員」及び「研究補佐員」については、該当者が２人以下のため、当該個人に

　　　　関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

〔年俸制適用者〕

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

38 48.3 9,541 9,541 35 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

38 48.3 9,541 9,541 35 0

【注１】区分「常勤職員」以外は該当者がいないため記載を省略した。

【注２】区分「常勤職員」のうち、職種「教育職種（大学教員）」以外は該当者がいないため記載を省略した。

うち所定内 うち賞与

常勤職員

教育職種
（大学教員）

平均年齢

教育職種
（大学教員）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

うち賞与うち所定内

区分 人員 平均年齢
平成２８年度の年間給与額（平均）

総額

総額
区分

事務・技術

人員

学術研究員

教育職種
（附属特別支援学校教員）

その他医療職種
（看護師）

指定職種

常勤職員

平成２８年度の年間給与額（平均）

研究補佐員

非常勤職員

特任事務職員

特任教員

その他医療職種
（医療技術職員）
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 ②年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））
　〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

【注１】：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

【注２】：教育職員（大学教員）の年齢24～27歳の該当者は1人であるため、当該個人に関する情報
　　　　　が特定されるおそれのあることから、年間給与については表示していない。

【注３】：教育職員（大学教員）の年齢28～31歳の該当者は4人であるため、当該個人に関する情報
　　　　　が特定されるおそれのあることから、年間給与額の第1・第3分位については表示してい
　　　　　ない。
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③職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））
（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

4 57.8 9,709

16 55.6 7,561

33 53.3 6,726

118 44.6 5,747

18 41.3 4,945

71 31.9 3,880
【注】「部長」の該当者は４人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること

　　　から、年間給与額の（最高～最低）については記載していない。

　　　「課長」には、「室長」及び「事務長」を含む。

　　　「副課長」には、「副室長」、「事務長補佐」、「専門員｣及び「技術専門員」を含む。

　　　「係長」には、「専門職員」及び「技術専門職員」を含む。

　　　「係員」には、「技術職員」を含む。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

298 55.1 9,733

230 44.6 7,832

33 39.7 6,802

31 36.6 6,091

1 ― ―
【注】「助手」の該当者は１人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること

　　　から、平均年齢及び年間給与の平均額は記載していない。

④賞与（平成２８年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

59.0 58.7 58.8

％ ％ ％

41.0 41.3 41.2

％ ％ ％

       最高～最低 51.7 ～ 37.9 50.5 ～ 38.0 49.7 ～ 38.0

％ ％ ％

60.7 60.7 60.7

％ ％ ％

39.3 39.3 39.3

％ ％ ％

         最高～最低 44.9 ～ 35.9 44.9 ～ 29.3 43.6 ～ 33.4

（教育職員（大学教員））
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

55.8 57.2 56.6

％ ％ ％

44.2 42.8 43.4

％ ％ ％

       最高～最低 55.1 ～ 38.1 50.6 ～ 37.9 52.8 ～ 38.2

％ ％ ％

60.9 60.8 60.8

％ ％ ％

39.1 39.2 39.2

％ ％ ％

         最高～最低 54.3 ～ 35.0 47.2 ～ 36.6 50.6 ～ 36.6

一律支給分（期末相当）

 9,230 ～ 6,306

 7,821 ～ 5,837

 7,136 ～ 5,095

―

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

管理
職員

一般
職員

査定支給分（勤勉相
当）
（平均）

査定支給分（勤勉相
当）
（平均）

査定支給分（勤勉相
当）
（平均）

（最高～最低）

6,503 ～ 4,176

―

　課長

　副課長

　係長

8,983 ～ 6,652

7,691 ～ 5,883

分布状況を示すグループ

千円

　部長

一律支給分（期末相当）

人員

　主任

　係員

査定支給分（勤勉相
当）
（平均）

　講師

　助教

　助手

千円

12,048 ～ 7,101

平均年齢分布状況を示すグループ 人員

7,159 ～ 4,247

年間給与額

一律支給分（期末相当）

平均年齢

4,773 ～ 3,203

一般
職員

年間給与額

（最高～最低）

　教授

　准教授

区分
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

４　モデル給与

・年齢・学歴勘案　　　　　　８３．５

　　引き続き適正な給与水準を維持すべく努めていきたい。

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　　95.5
　　（注）　上記比較指標は、法人化前の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成28
　　　　　年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数であ
　　　　　る。

・年齢・地域・学歴勘案　　　９０．６

（参考）対他法人　　　　　　９６．０

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　59.9％】
　（平成28年度予算）
　　国からの財政支出額　10,822百万円
　　支出予算の総額　　　18,068百万円
【累積欠損額　0円（平成27年度決算）】
【管理職（部長・課長職）の割合　7.69％（常勤職員数260名中 20名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　　 69.23％（常勤職員数260名中180名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　49.67％ 】
　（平成27年度決算）
　　支出総額　　　　　　　18,006百万円
　　給与・報酬等支給総額　 8,944百万円

【検証結果】
　（法人の検証結果）
　　　支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合が49.67％であるこ
　　と、また累積欠損額がないこと、更には対国家公務員との給与水準の
　　比較指標においても84.1と100以下であることから、給与水準につい
　　ては適切であると考える。

　（文部科学大臣の検証結果）
　　　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること
　　等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の
　　維持に努めていただきたい。

・年齢・地域勘案　　　　　　９０．７

内容

・年齢勘案　　　　　　　　　８４．１

項目

講ずる措置

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

対国家公務員
指数の状況

　給与水準の妥当性の
　検証

【事務・技術職員】

○22歳（大卒初任給、独身）
月額178,200円 年間給与2,654,000円

○35歳（主任、配偶者・子1人）

月額302,085円 年間給与4,957,000円
○45歳（係長、配偶者・子2人）

月額372,225円 年間給与6,082,000円
【大学教員】
○27歳（博士修了初任給、独身）

月額287,200円 年間給与4,274,000円
○35歳（講師、配偶者・子1人）

月額403,725円 年間給与6,711,000円

○45歳（准教授、配偶者・子2人）
月額486,465円 年間給与8,062,000円

（注） モデル給与の月額及び年間給与は、基本給、扶養手当、地域調整手当(5%)、期末手当及び勤勉手

当を基礎に算出
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５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｄ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

退職手当支給額
834,623

区　　分

給与、報酬等支給総額
8,942,513

非常勤役職員等給与
1,511,986

1,472,854
福利厚生費

最広義人件費
12,761,976

・「給与、報酬等支給総額」について

平成28年の人事院勧告に準拠し、基本給表の改定（平均0.2%引き上げ）及び勤勉手当の支

給月数 0.1月分の引上げ等の給与増額改定を行ったが、常勤職員数の減少（約10名）により

支給総額は抑えられ対前年度比0.02％減となった。

・「最広義人件費」について
「福利厚生費」は保険料率の引き上げに伴い対前年度比3.6％増であったが、「給与、報酬
等支給総額」､「退職手当支給額」及び「非常勤役職員等給与」が、ほぼ前年度同水準であっ
たことから、最広義人件費としては対前年度比0.6％増となった。

・大学教員につき、年俸制を平成26年度から導入した。なお、年俸制適用者の給与には、退職
手当相当分が含まれている。

・「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）に基づ

く役員・教職員の退職手当について
平成25年1月1日から国家公務員と同様の措置（退職手当の支給率の引下げ）を実施した。

また、早期退職募集制度の導入及び定年前早期退職特例措置の内容拡充については、平成26
年4月1日に施行、早期退職募集制度による募集を実施した。

・「国家公務員退職手当法の一部を改正する法律（平成26年法律第107号）」の施行に伴い、
退職手当について職務の貢献度をより的確に反映させるため、調整額を引き上げた。

特になし

教職員の勤務成績を考慮して、勤勉手当の成績率の決定及び昇給、昇格を実施している。
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